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1.  平成25年3月期第3四半期の連結業績（平成24年4月1日～平成24年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注１） 「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
（注２） 「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための 
    基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出する「自己資本比率（国内基準）」については、決算補足説明資料「平成24年度第３四半 
    期 決算概要」Ｐ．３を参照ください。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第3四半期 95,481 △0.6 22,470 16.9 13,647 51.0
24年3月期第3四半期 96,037 △14.2 19,221 △8.9 9,040 △26.6

（注）包括利益 25年3月期第3四半期 22,736百万円 （143.0％） 24年3月期第3四半期 9,355百万円 （△29.9％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年3月期第3四半期 22.06 22.03
24年3月期第3四半期 14.64 14.63

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

25年3月期第3四半期 6,974,621 346,706 4.5
24年3月期 6,650,677 327,411 4.5
（参考） 自己資本   25年3月期第3四半期  316,086百万円 24年3月期  297,037百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00
25年3月期 ― 3.00 ―
25年3月期（予想） 3.00 6.00

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 28,700 3.3 17,000 22.6 27.44



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．２「サマリー情報（注記事項）に関する事項」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結
果となる可能性があります。 

※  注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期3Q 625,266,342 株 24年3月期 625,266,342 株
② 期末自己株式数 25年3月期3Q 5,676,286 株 24年3月期 7,074,781 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期3Q 618,759,206 株 24年3月期3Q 617,570,668 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報

（２）連結財政状態に関する定性的情報

（３）連結業績予想に関する定性的情報

　連結経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息の減少を主因に、前年同期比５億56百万円減少
し、954億81百万円となりました。一方、経常費用は、預金利息や営業経費の減少を主因に、前年同期比
38億６百万円減少し、730億10百万円となりました。この結果、経常利益は、前年同期比32億49百万円増
益の224億70百万円、四半期純利益は、前年同期比46億７百万円増益の136億47百万円となりました。

　連結財政状態につきましては、貸出金は、資金ニーズへ積極的に対応しました結果、事業性貸出等と個
人ローンがともに増加し、前連結会計年度末比1,279億円増加の４兆5,949億円となりました。預金等（譲
渡性預金含む）は、地域密着型の営業を展開および店頭営業力を強化しました結果、個人預金・法人預金
ともに増加し、前連結会計年度末比1,223億円増加の６兆106億円となりました。有価証券は、外国証券の
増加を主因に、前連結会計年度末比1,686億円増加し、１兆9,817億円となりました。

１.当四半期決算に関する定性的情報

　平成25年３月期通期の連結業績予想につきましては、平成24年11月９日公表の数値から変更はありま
せん。

２.サマリー情報（注記事項）に関する事項

（３）追加情報

　

（従業員持株ＥＳＯＰ信託）
　当行は、平成23年５月13日開催の取締役会決議に基づいて、同年６月１日に従業員インセンティブ・プ
ラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下、「ＥＳＯＰ信託」という。）を導入しました。
　ＥＳＯＰ信託による当行株式の取得・処分については、当行がＥＳＯＰ信託の債務を保証しており、経
済的実態を重視し、当行とＥＳＯＰ信託は一体であるとする会計処理を行っております。従って、ＥＳＯ
Ｐ信託が所有する当行株式やＥＳＯＰ信託の資産及び負債並びに費用及び収益については四半期連結貸借
対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に含めて計上しております。

（１）会計方針の変更等

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　当行及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日
以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利
益は、それぞれ14百万円増加しております。

（２）会計上の見積りの変更

（貸倒引当金の計上基準の変更）
　中間連結会計期間より、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら
れる債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッ
シュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利
率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法により計上しております。　　　　
　これにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ1,492百万円減少しております。
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

現金預け金 139,329 175,204

コールローン及び買入手形 14,033 19,297

買入金銭債権 6,072 5,438

特定取引資産 32,046 20,141

金銭の信託 156 155

有価証券 1,813,177 1,981,712

貸出金 4,467,066 4,594,986

外国為替 4,471 5,779

その他資産 59,257 61,169

有形固定資産 84,833 84,203

無形固定資産 8,242 8,410

繰延税金資産 28,693 23,154

支払承諾見返 38,159 39,885

貸倒引当金 △44,864 △44,919

資産の部合計 6,650,677 6,974,621

負債の部   

預金 5,762,456 5,763,049

譲渡性預金 125,870 247,640

コールマネー及び売渡手形 22,552 111,842

債券貸借取引受入担保金 83,516 157,687

特定取引負債 29,805 18,015

借用金 132,110 164,334

外国為替 597 859

社債 70,000 70,000

信託勘定借 67 34

その他負債 40,744 37,130

退職給付引当金 70 68

役員退職慰労引当金 13 18

睡眠預金払戻損失引当金 1,084 1,127

ポイント引当金 72 76

再評価に係る繰延税金負債 16,141 16,141

支払承諾 38,159 39,885

負債の部合計 6,323,265 6,627,914
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

資本金 54,573 54,573

資本剰余金 30,635 30,635

利益剰余金 188,989 199,095

自己株式 △2,882 △2,310

株主資本合計 271,316 281,994

その他有価証券評価差額金 1,570 9,886

繰延ヘッジ損益 △2,001 △1,946

土地再評価差額金 26,152 26,152

為替換算調整勘定 △0 △0

その他の包括利益累計額合計 25,721 34,092

新株予約権 202 208

少数株主持分 30,172 30,412

純資産の部合計 327,411 346,706

負債及び純資産の部合計 6,650,677 6,974,621

㈱広島銀行（8379）平成25年３月期　第３四半期決算短信

4



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
 四半期連結損益計算書 
 第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

経常収益 96,037 95,481

資金運用収益 66,322 65,485

（うち貸出金利息） 53,043 51,435

（うち有価証券利息配当金） 12,468 13,548

信託報酬 91 78

役務取引等収益 17,648 17,730

特定取引収益 167 360

その他業務収益 9,434 9,947

その他経常収益 2,372 1,878

経常費用 76,816 73,010

資金調達費用 8,184 7,433

（うち預金利息） 4,538 3,610

役務取引等費用 6,736 6,518

その他業務費用 2,762 2,719

営業経費 45,128 43,063

その他経常費用 14,004 13,275

経常利益 19,221 22,470

特別利益 － 0

固定資産処分益 － 0

特別損失 125 151

固定資産処分損 117 38

減損損失 7 112

税金等調整前四半期純利益 19,096 22,319

法人税、住民税及び事業税 6,206 7,126

法人税等調整額 3,131 826

法人税等合計 9,338 7,953

少数株主損益調整前四半期純利益 9,758 14,365

少数株主利益 717 717

四半期純利益 9,040 13,647

㈱広島銀行（8379）平成25年３月期　第３四半期決算短信
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 四半期連結包括利益計算書 
 第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,758 14,365

その他の包括利益 △402 8,371

その他有価証券評価差額金 △2,359 8,317

繰延ヘッジ損益 △284 55

土地再評価差額金 2,241 －

為替換算調整勘定 △0 0

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △1

四半期包括利益 9,355 22,736

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,638 22,018

少数株主に係る四半期包括利益 717 717

㈱広島銀行（8379）平成25年３月期　第３四半期決算短信
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（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

㈱広島銀行（8379）平成25年３月期　第３四半期決算短信
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平成24年度第３四半期 決算概要平成24年度第３四半期 決算概要

損 益 の 状 況

財 務 健 全 化 の 状 況3.

営 業 の 状 況2.

1.

〈参考〉決算付属資料



（単位：億円）

平成25年３月期
第３四半期
累計期間
実績

（９ヵ月間）
前年同期比

33214

コ ア 業 務 粗 利 益

コ ア 業 務 純 益 282

△ 経 費

46

71

46134

27

31

11273

有 価 証 券 関 係 損 益 （ ① ＋ ② ）

32

業績予想 前年比

419

701

△ 57

△ 1

10

17

574 0

役 務 取 引 利 益 等 0

136

127

0

△ 17

△ 3

資 金 利 益

連 結 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

うち 株 式 関 係 損 益 ②

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

経 常 利 益

うち △ 与 信 費 用 57

58

実 質 業 務 純 益 340

債 券 関 係 損 益 ①

平成25年３月期通期

170

166

1

１. 損益の状況

【単体】

【連結】

　第３四半期の損益の状況については、市場金利の低下が続くなか、資金利益・役務取引
利益等はともに前年同期並を確保したことに加え、経費を前年同期比17億円削減した結果、
コア業務純益は前年同期比17億円増益の282億円となりました。また、債券関係損益が増加
したことを主因に、経常利益は、前年同期比33億円増益の214億円となりました。　　　　
　なお、四半期純利益については、前年度に税制改正に伴う繰延税金資産の取り崩しによ
る減益要因（23億円）があったこともあり、前年同期比46億円増益の134億円となりました。

　第３四半期の損益の状況については、市場金利の低下が続くなか、資金利益・役務取引
利益等はともに前年同期並を確保したことに加え、経費を前年同期比17億円削減した結果、
コア業務純益は前年同期比17億円増益の282億円となりました。また、債券関係損益が増加
したことを主因に、経常利益は、前年同期比33億円増益の214億円となりました。　　　　
　なお、四半期純利益については、前年度に税制改正に伴う繰延税金資産の取り崩しによ
る減益要因（23億円）があったこともあり、前年同期比46億円増益の134億円となりました。

今後の損益見通しと配当○

　通期の損益見通しについては、上記のとおり順調に推移していることから、単体・連結
ともに11月９日に公表した通期の業績予想に変更はありません。

　また、配当については、８月３日公表の通り期末配当３円（年間６円）を予定しており
変更はありません。

　通期の損益見通しについては、上記のとおり順調に推移していることから、単体・連結
ともに11月９日に公表した通期の業績予想に変更はありません。

　また、配当については、８月３日公表の通り期末配当３円（年間６円）を予定しており
変更はありません。
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（１）貸出金

【単体】

２. 営業の状況

（３）個人預り資産

【単体】

（注）個人預金は、譲渡性預金を含んでいます。

（２）預金等

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

【単体】

45,949 1,129 1,279 488
事業性貸出等 34,389 822 1,071 406
個人ローン 11,560 307 208 82

9,039 193 133 63
うちフラット35 800 88 44 3

(単位：億円)

貸出金残高（末残）

平成24年９月末比

住宅ローン（フラット35含み）

平成24年12月末
平成24年３月末比平成23年12月末比

60,126 1,186 1,220 1,174
法人預金 16,982 727 827 421
個人預金 40,749 790 1,103 749
公金・金融預金 2,395 △ 331 △ 710 4

預金等残高（末残）

平成24年９月末比平成23年12月末比
平成24年12月末

平成24年３月末比

(単位：億円)

50,273 816 1,156 767
個人預金 40,749 790 1,103 749
公共債（国債等） 1,750 △ 360 △ 262 △ 53
投資信託 2,835 △ 169 △ 74 △ 68
保険 4,014 319 250 76
外債・仕組債等 925 236 139 63

個人預り資産残高（末残）

平成24年12月末
平成23年12月末比 平成24年３月末比 平成24年９月末比

(単位：億円)

　貸出金残高（末残）は、資金ニーズへの積極的な対応により、事業性貸出等を中心
に、平成23年12月末比1,129億円（年率2.5％）増加しました。またフラット35を含め
た住宅ローン残高は、平成23年12月末比193億円（年率2.2％）増加しました。

　貸出金残高（末残）は、資金ニーズへの積極的な対応により、事業性貸出等を中心
に、平成23年12月末比1,129億円（年率2.5％）増加しました。またフラット35を含め
た住宅ローン残高は、平成23年12月末比193億円（年率2.2％）増加しました。

　預金等残高（末残）は、地域密着型の営業の展開および店頭営業力の強化により、
平成23年12月末比1,186億円（年率2.0％）増加し、初めて６兆円の大台を突破しまし
た。

　預金等残高（末残）は、地域密着型の営業の展開および店頭営業力の強化により、
平成23年12月末比1,186億円（年率2.0％）増加し、初めて６兆円の大台を突破しまし
た。

　個人預り資産残高（末残）は、積極的な営業を展開しました結果、個人預金及び保険
の販売が増加したことから、平成23年12月末比816億円（年率1.6％）増加しました。

　個人預り資産残高（末残）は、積極的な営業を展開しました結果、個人預金及び保険
の販売が増加したことから、平成23年12月末比816億円（年率1.6％）増加しました。

【単体】
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自己資本比率

【単体】

３. 財務健全化の状況

（１）

【連結】

（注）総所要自己資本額は、自己資本比率の分母の額に４ﾊﾟｰｾﾝﾄを乗じた額です。

有価証券評価損益

【単体】

（２）

単体自己資本比率

単体Tier1比率

単体自己資本の額

単体Tier1の額

総所要自己資本額

（単位：億円）

平成23年12月末比

1,461

4,451 130
3,083 119

12.18% 0.12%0.27%
平成24年３月末比平成24年12月末 平成24年９月末比

△0.04%

14
60

0.00%
71

29

140
0.33%8.43% 0.16%

151
28

連結自己資本比率

連結Tier1比率

連結自己資本の額

連結Tier1の額

総所要自己資本額 29

131
123

71
62

8.56%

1,458

141
156
14

4,345
3,122

（単位：億円）

11.91% 0.12%0.27%
平成24年３月末比平成24年12月末 平成23年12月末比 平成24年９月末比

0.17%0.35%
△0.03%
0.01%

27

154 247 130 146

36 102 17 100

157 13 42 △ 12

△ 39 132 71 58そ の 他

平成23年12月末比
平成24年12月末

平成24年９月末比平成24年３月末比

（単位：億円）

有価証券評価損益

株 式

債 券

　単体自己資本比率は、平成23年12月末比0.27ポイント上昇し、12.18％となりました。
　単体Tier１比率は、内部留保の蓄積により平成23年12月末比0.33ポイント上昇し、
8.43％となり、自己資本の質は確実に改善しています。
　なお、当行は国内基準（４％）対象行ですが、単体・連結ともに国際統一基準であ
る８％をも大幅に上回る、十分な水準となっております。

　単体自己資本比率は、平成23年12月末比0.27ポイント上昇し、12.18％となりました。
　単体Tier１比率は、内部留保の蓄積により平成23年12月末比0.33ポイント上昇し、
8.43％となり、自己資本の質は確実に改善しています。
　なお、当行は国内基準（４％）対象行ですが、単体・連結ともに国際統一基準であ
る８％をも大幅に上回る、十分な水準となっております。

有価証券評価損益は、平成23年12月末比247億円増加し154億円となりました。有価証券評価損益は、平成23年12月末比247億円増加し154億円となりました。

（注）総所要自己資本額は、自己資本比率の分母の額に４ﾊﾟｰｾﾝﾄを乗じた額です。
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金融再生法ベースのカテゴリーによる開示

（注）　上記の平成24年12月末計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規
定する各債権のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき年度末又は中
間期末に開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　
　また、記載の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づき、単位未満を四捨五
入しております。
　平成24年12月末の各開示区分の金額は、平成24年９月末時点における金額（債務者区分（※）残高）
をベースとし、12月末までに倒産、不渡りなどの客観的な事実並びに行内格付の変更等があった債務者
について、当行の定める格付・自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行っております。　　　　
　また、上記に加え、償却・引当見込額、回収額、及び担保処分見込額等の平成24年９月末から12月末
までの増減額を反映しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、新たに「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と認められる金額のうち、無価値と認められ
る部分については直接償却相当額として当該金額を減額しております。

※
破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先・破綻先の債権）
危険債権　（破綻懸念先の債権）
要管理債権（要注意先のうち、３ヵ月以上延滞しているか、又は貸出条件を緩和している債権）

債務者区分との関係

【単体】

（３）

172 △ 20 △ 18 △ 13
641 △ 34 △ 17 △ 33
288 165 84 29
1,101 111 49 △ 17

46,765 1,034 1,289 486

2.35% 0.19% 0.04% △ 0.07%総与信に占める開示額の割合

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

金融再生法ベースのカテゴリーによる開示額

総与信額

(単位：億円)

平成24年12月末
平成23年12月末比 平成24年３月末比 平成24年９月末比

　開示額は、お取引先の経営改善支援への対応強化により、平成24年９月末比17億円減
少し1,101億円となり、総与信に占める開示額の割合は0.07ポイント改善し 2.35％とな
りました。

　開示額は、お取引先の経営改善支援への対応強化により、平成24年９月末比17億円減
少し1,101億円となり、総与信に占める開示額の割合は0.07ポイント改善し 2.35％とな
りました。



１．損益状況【単体】 （単位：百万円）
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（注）・「コア」とは、債券関係損益、一般貸倒引当金繰入除きの損益
　　・「実質業務純益」とは、一般貸倒引当金繰入除きの業務純益

〈参考〉決算付属資料

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

(137) (698) (△561)

7,551
2,305
456

△ 16,011
△ 53

△ 2,201

(△ 1.8%)

(18.4%)

(53.0%)

(8.8%)
(6.4%)

(7.6%)

前年同期比
23年度
第3四半期（増減率）

(1.3%) 74,903

△ 97
△ 97

3,098

8,763

-
90
7

18,007
6,145

271
4,422

△ 1,997
18,104

227
-

43,602
22,852
18,798

(5,848)

△ 5,351
1,652
3,370

4,198

3,632

8,663

△ 118

4,224
(3,835)
6,405

2,448

(5,451)
3,569
318
68

(953)

31,3012,741
(1,697) (26,512)

(△ 4.0%)

△ 2,814

1,043
34,116
4,789

(2.1%)

1,951

3,357

112

212

6,521

0
38

(5,745)

△ 151

71
-

2,752

13,407

21,282
7,046
828

△ 151

3,023

△ 1,168
21,433

△ 1,065

△ 5,695
842

5,106
1,431

△ 775
34,817
5,832

△ 13,384

8,552
2,316
403

四 半 期 純 利 益

（ コ ア 業 務 純 益 ）
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

75,904
(70,071)
69,013

(64,054)
53,154
10,630

税 引 前 四 半 期 純 利 益

株 式 等 償 却

そ の 他 臨 時 損 益
経 常 利 益
特 別 損 益

（ 与 信 費 用 23+35 ）

不 良 債 権 処 理 額

貸 出 債 権 売 却 損 等

（ 有 価 証 券 関 係 損 益 25+30 ）

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益

株 式 等 関 係 損 益
株 式 等 売 却 益
株 式 等 売 却 損

う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益

臨 時 損 益

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 却

112
5,116

(4,958)
6,891

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

294
248

2,111
(874)
41,862
22,092

34,042
(28,209)

1,833

(6,017)
4,237

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）
経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

17,937
人 件 費
物 件 費

特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）
国 内 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）

役 務 取 引 等 利 益

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却

国 際 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）
資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

税 金

(△79)
△ 1,740
△ 760

13

11

892
(1,123)

486
(566)
668

△ 337

△ 861

△ 24
180

901

△ 3,986

2,039
701

2,627

△ 2,142

△ 344
△ 810
1,736

1,001

△ 156
-

4,644

99

3,275

△ 54
△ 54

△ 2,270

(△103)

105

0
△ 52

829
3,329

24年度
第3四半期

(70,114)
68,498

1,001
(△43)
515

(△ 0.1%)
(0.8%)

△ 1,369 9,243

(64,662)
53,833
10,342

(△608)
△ 679
288

資 金 利 益

法 人 税 等 合 計 7,874

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

う ち 固 定 資 産 関 係 損 益
固 定 資 産 処 分 益
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失



【連結】
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（注）「連結粗利益」は、（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋
（特定取引収益－特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）で算出しています。

（単位：百万円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

法 人 税 等 合 計 7,953 △ 1,385 9,338

貸 出 債 権 売 却 損 等

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役 務 取 引 等 利 益

貸 出 金 償 却

営 業 経 費
そ の 他 業 務 利 益

与 信 費 用

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

四 半 期 純 利 益 13,647

持 分 法 に よ る 投 資 損 益
そ の 他

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益

特 別 損 益
税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

7,126

株 式 等 関 係 損 益

826

△ 5,695

22,470
△ 109

法 人 税 等 調 整 額

170

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

3,023
3,371

215
△ 775

58,051

360

△ 93

193

△ 2,065

11,290

7,227

5,856

連 結 粗 利 益
資 金 利 益

特 定 取 引 利 益

5,763
43,063

948
△ 87 58,138
287 11,003

45,128

167
555 6,672

(△ 4.6%)

2,752 271
△ 1,058 4,429

△ 2,814

△ 344 △ 5,351

4,199△ 3,984
-

(16.9%)

2,039

△ 125
3,223

12 158

19,096

473 △ 582
3,249 19,221

4,607 9,040

920 6,206
△ 2,305 3,131

(51.0%)
- 717

23年度
第3四半期（増減率）

(1.2%)

24年度
第3四半期 前年同期比

75,98276,930

717

△ 26△ 151
22,319

少 数 株 主 損 益調 整前 四半 期純 利益 14,365 4,607 9,758

227償 却 債 権 取 立 益
- -
72 △ 155

２．貸出金・預金等の状況（平残）

(単位：億円)

45,223 1,019
事業性貸出等 33,785 728
個人ローン 11,438 291
住宅ローン 8,175 104
その他ローン 3,263 187

平成24年12月期
平成23年12月期比

貸出金残高（平残）

貸出金【単体】（１）

（２）預金等【単体】

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

(単位：億円)

59,134 1,334
法人預金 16,279 592
個人預金 40,102 865
公金・金融預金 2,753 △ 123

平成24年12月期
平成23年12月期比

預金等残高（平残）




